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（  調  査  の  概  要  ）  

 

 機械受注見通し調査は、機械製造業者の受注する設備用機械について、

四半期ごとに翌期の受注見通し等を調査したものである。調査対象は

「機械受注実績調査」の対象となっている主要な機械製造業者、また  

調査時点は毎四半期末であり、今回調査の見通し時点はおおむね 2017

（平成 29）年３月下旬と推定される。  

1987（昭和 62）年７～９月見通し調査より、調査対象社数を 178社か

ら 280社に増加させるとともに、調査内容を拡充した 280社ベースの調査

に移行した。  

2011（平成 23）年４月より、機種分類の「電子・通信機械」に含まれ

ていた「携帯電話」を調査対象から外した。  

 

 

 

（  使  用  上  の  注  意  ）  

１．1989（平成元）年４～６月実績額から、すべて消費税を除くベース

で調査している。  

２ ． 本調査は、毎年１月調査の時点で季節調整系列の改訂を行ってい

る。季節調整方法は、 X-12-ARIMAの中の X-11を使用している。  
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2 0 1 7（ 平 成 2 9） 年 ４ ～ ６ 月 の 機 械 受 注 見 通 し に つ い て  

 

 

１ ． 集 計 結 果 の 概 要  

 

( 1 )  2 0 1 7 年 ４ ～ ６ 月 の 機 械 受 注 見 通 し 額 に つ い て 、 調 査 対 象

企 業 の 見 通 し を 集 計 し た と こ ろ 、受 注 総 額 で ６ 兆 3 5 3 億 円 、

前 年 同 期 の 実 績 に 対 し 0 . 8％ の 減 少 、「 船 舶 ･電 力 を 除 く 民

需 」で ２ 兆 2 , 0 7 7 億 円 、同 7 . 7％ の 減 少 と い う 結 果 に な っ た 。  

 

( 2 )   こ れ に 最 近 に お け る「 達 成 率 」を 乗 じ る と 、受 注 総 額 で 前

年 同 期 に 対 し 1 . 3％ 減 、「 船 舶 ･電 力 を 除 く 民 需 」 で 同 6 . 8％

減 の 見 通 し と な っ た 。  

 

( 3 )   季 節 調 整 値 に よ り 、前 期（ １ ～ ３ 月 ）の 実 績 に 対 す る 比 率

を 見 る と 、 受 注 総 額 で 0 . 9％ 減 、「 船 舶 ・ 電 力 を 除 く 民 需 」

で 5 . 9％ 減 の 見 通 し と な っ た 。  

 

 

第１図　受注額の実績と見通し（季節調整系列）
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（単位： 100万円，％）

 2016年   2017年  
 （平成28年）   （平成29年）  

 ７～９月  10～12月  １～３月  ４～６月
実 績 実 績 実 績 見 通 し

受 注 総 額 6,396,428 7,252,959 6,679,847 6,616,769

民 需 3,039,509 3,370,150 2,884,129 2,886,219

（船舶を除く） 2,944,507)(       3,282,713)(       2,954,321)(       2,825,809)(       

（船舶・電力を除く） 2,577,055)(       2,585,851)(       2,550,660)(       2,400,694)(       

製 造 業 1,051,966 1,079,954 1,034,572 1,022,728

非 製 造 業 1,938,620 2,263,589 1,927,156 1,852,363

（船舶・電力を除く） 1,535,286)(       1,520,180)(       1,520,597)(       1,374,313)(       

官 公 需 760,994 863,885 847,538 732,278

外 需 2,300,037 2,657,063 2,597,667 2,627,347

代 理 店 353,330 352,857 360,788 346,310

受 注 総 額 △ 1.1 13.4 △ 7.9 △ 0.9 

民 需 2.5 10.9 △ 14.4 0.1 

（船舶を除く） 2.3)       (          11.5)       (        △ 10.0)       (    △ 4.3)       (      

（船舶・電力を除く） 5.5)       (          0.3)       (          △ 1.4)       (      △ 5.9)       (      

製 造 業 1.9 2.7 △ 4.2 △ 1.1 

非 製 造 業 1.9 16.8 △ 14.9 △ 3.9 

（船舶・電力を除く） 6.2)       (          △ 1.0)       (      0.0)       (          △ 9.6)       (      

官 公 需 8.3 13.5 △ 1.9 △ 13.6 

外 需 △ 8.6 15.5 △ 2.2 1.1 

代 理 店 7.5 △ 0.1 2.2 △ 4.0 

（注）１．見通しの計数は、各部門ごとの単純集計値に過去３期の平均達成率（季
　　　　　節調整値）を乗じて算出している。
　　　２．個別に季節調整を行っているため、需要者別内訳の合計は全体の季節
　　　　　調整値と一致しない。

実
　
　
　
　
　
　
数

前
　
　
期
　
　
比

第１表　需要者別見通し額（季節調整系列）

　
　　　　　　　　　期
　需 要 者
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第２図　需要者別機械受注の動向（季節調整系列、前期比）

（備考）2017年１～３月期以前は実績値。
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２ ． 需 要 者 別 見 通 し に つ い て  

 

( 1 )   需 要 者 別 見 通 し 額 （ 季 節 調 整 済 系 列 ）  

 

４ ～ ６ 月 の 機 械 受 注 見 通 し 額 (季 節 調 整 値 )を 前 期 比 で み る

と 、 受 注 総 額 は １ ～ ３ 月 7 . 9％ 減 の 後 、 ４ ～ ６ 月 に は 、 0 . 9％

減 の 見 通 し と な っ た （ 第 １ 表 ）。  

こ れ を 需 要 者 別 に み る と 、 民 需 は １ ～ ３ 月 1 4 . 4％ 減 の 後 、

４ ～ ６ 月 に は 製 造 業 （ 1 . 1％ 減 ）、 非 製 造 業 （ 3 . 9％ 減 ） が と も

に 減 少 す る も の の 、合 計 で は 0 . 1％ 増 と な る 見 通 し に な っ て い

る 。 こ の う ち 、「 船 舶 ・ 電 力 を 除 く 民 需 」 は １ ～ ３ 月 1 . 4％ 減

の 後 、 ４ ～ ６ 月 に は 5 . 9％ 減 と な る 見 通 し に な っ て い る 。  

 

機 械 受 注 の 見 通 し 額 （ 季 節 調 整 済 系 列 ） は 、 単 純 集 計 値 に

過 去 ３ 期 の 平 均 達 成 率 （ 季 節 調 整 済 ） を 乗 じ 、 単 純 集 計 値 の

季 節 指 数 で 除 し て 求 め て い る （「 達 成 率 」 に つ い て は 後 述 ）。  

 

 

単純集計値
３期平均
達成率

原数値 季節指数 季節調整値

受 注 総 額 6,035,321 99.4 6,000,582 90.7 6,616,769

民 需 2,642,352 99.1 2,618,823 90.7 2,886,219

（船舶を除く） 2,607,025 98.8 2,576,363 91.2 2,825,809

（船舶・電力を除く） 2,207,663 100.9 2,227,539 92.8 2,400,694

製 造 業 1,027,180 93.2 957,334 93.6 1,022,728

非 製 造 業 1,615,172 102.3 1,652,237 89.2 1,852,363

（船舶・電力を除く） 1,188,598 106.9 1,270,234 92.4 1,374,313

官 公 需 599,703 105.8 634,617 86.7 732,278

外 需 2,468,339 98.8 2,438,413 92.8 2,627,347

代 理 店 324,927 101.8 330,639 95.5 346,310

参考表　　需要者別見通し額（季節調整値）の算出
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( 2 )   需 要 者 別 見 通 し 額 （ 原 系 列 ）  

 

４ ～ ６ 月 の 機 械 受 注 見 通 し 額 に つ い て 、 単 純 集 計 値 を み る

と 、受 注 総 額 は ６ 兆 3 5 3 億 円 で あ り 、前 年 同 期 の 実 績 に 比 べ 、

0 . 8％ 減 と な っ た （ 第 ２ 表 ）。  

平 均 達 成 率 調 整 後 の 見 通 し （ 原 系 列 ） を み る と 、 受 注 総 額

で は 、４ ～ ６ 月 に は 前 年 同 期 比 1 . 3％ 減 と な る 見 通 し に な っ て

い る 。 需 要 者 別 に み る と 、 民 需 は 、 製 造 業 （ 5 . 6％ 減 ）、 非 製

造 業（ 5 . 2％ 減 ）が と も に 減 少 す る と み ら れ る こ と か ら 、5 . 0％

減 と な る 見 通 し に な っ て い る 。 こ の う ち 、「 船 舶 ・ 電 力 を 除 く

民 需 」 は 6 . 8％ 減 と な る 見 通 し に な っ て い る 。  

 

（単位： 100万円，％）

 2016年  2017年  
 （平成28年）  （平成2９年）  
 10～12月  １～３月 ４～６月 （参考）
実 績 実 績 見 通 し 単 純 集 計 値

受 注 総 額 6,557,565 7,923,022 6,000,582 6,035,321

民 需 2,987,592 3,477,142 2,618,823 2,642,352

（船舶を除く） 2,946,609)(     3,444,729)(     2,576,363)(     2,607,025)(     

（船舶・電力を除く） 2,372,506)(     2,854,590)(     2,227,539)(     2,207,663)(     

製 造 業 1,016,871 1,155,373 957,334 1,027,180

非 製 造 業 1,970,721 2,321,769 1,652,237 1,615,172

（船舶・電力を除く） 1,359,531)(     1,705,382)(     1,270,234)(     1,188,598)(     

官 公 需 726,570 1,123,308 634,617 599,703

外 需 2,476,867 2,958,667 2,438,413 2,468,339

代 理 店 366,536 363,905 330,639 324,927

受 注 総 額 0.8 △ 4.7 △ 1.3 △ 0.8 

民 需 7.3 △ 12.1 △ 5.0 △ 4.2 

（船舶を除く） 9.4)      (        △ 11.1)      (  △ 4.9)      (    △ 3.8)      (    

（船舶・電力を除く） 3.6)      (        △ 1.0)      (    △ 6.8)      (    △ 7.7)      (    

製 造 業 3.5 △ 6.8 △ 5.6 1.3 

非 製 造 業 9.3 △ 14.6 △ 5.2 △ 7.3 

（船舶・電力を除く） 3.3)      (        3.1)      (        △ 8.2)      (    △ 14.1)      (  

官 公 需 37.8 △ 11.4 3.9 △ 1.8 

外 需 △ 12.9 8.0 1.6 2.9 

代 理 店 4.8 2.9 5.3 3.4 

（注）見通しの計数は、各部門ごとの単純集計値に過去３期の平均達成率（季節調整値）
　　　を乗じて算出している。従って、各部門の合計値は受注額合計値と一致しない。

実
　
　
　
　
　
　
数

前
　
年
　
同
　
期
　
比

第２表　需要者別見通し額（原系列）

　
　　　　　　　　　期
　需 要 者
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( 3 )   需 要 者 別 達 成 率 の 動 向  

 

機 械 受 注 額 の 「 見 通 し (単 純 集 計 値 )」 に 対 す る 「 実 績 」 の

乖 離 を 調 整 す る た め に 、両 者 の 比 を「 達 成 率 」と し て 計 算 し 、

直 近 の ３ 期 平 均 達 成 率 を 見 通 し の 「 単 純 集 計 値 」 に 乗 じ て い

る 。  

最 近 に お け る 達 成 率 （ 季 節 調 整 済 ） の 動 向 は 、 第 ３ 図 及 び

第 ３ 表 の と お り で あ る 。  

 

１ ～ ３ 月 の 機 械 受 注 見 通 し 達 成 率 を み る と 、 受 注 総 額 で は

9 7 . 3％ と 1 0 0％ を 下 回 り 、 2 0 1 6（ 平 成 2 8） 年 1 0～ 1 2 月 期 の 達

成 率 と 比 べ 1 0 . 7 ポ イ ン ト 低 下 し た 。（ 第 ３ 表 ）。  

民 需 （ 8 7 . 3％ ） は 同 2 4 . 8 ポ イ ン ト 低 下 、「 船 舶 ・ 電 力 を 除

く 民 需 」( 9 7 . 5％ )は 同 6 . 3 ポ イ ン ト 低 下 し た 。製 造 業（ 8 4 . 7％ ）

は 同 1 7 . 8 ポ イ ン ト 低 下 、「 非 製 造 業 （ 船 舶 ・ 電 力 を 除 く ）」

（ 1 0 7 . 3％ ） は 同 1 . 5 ポ イ ン ト 上 昇 し た 。  
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第３図　　達　成　率　（季節調整系列）

（備考）達成率(季節調整値)は、(実績(季節調整値)/見通し(単純集計値、季節調整値))で算出して
いる。
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（単位： ％）

 2016年    2017年
 （平成28年）    （平成2９年）

 ４～６月  ７～９月  10～12月  １～３月  ３期平均

受 注 総 額 94.3 93.0 108.0 97.3 99.4

民 需 97.6 98.0 112.1 87.3 99.1

（船舶を除く） 96.2)      (     96.7)      (     109.8)      (   89.9)      (     98.8)(           

（船舶・電力を除く） 95.6)      (     101.4)      (   103.8)      (   97.5)      (     100.9)(         

製 造 業 96.1 92.4 102.5 84.7 93.2

非 製 造 業 96.9 98.7 115.8 92.4 102.3

（船舶・電力を除く） 97.6)      (     107.6)      (   105.8)      (   107.3)      (   106.9)(         

官 公 需 87.6 97.5 122.3 97.7 105.8

外 需 96.0 87.1 99.6 109.6 98.8

代 理 店 94.1 97.3 104.8 103.1 101.8

　　　　　　　期
 需要者

第３表　需要者別達成率（季節調整系列）

 

３期平均は 2016 年７～９月から 2017 年１～３月までの３期の単純平均。  
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３ ． 機 種 別 見 通 し に つ い て  

 

( 1 )  機 種 別 見 通 し 額  

 

４ ～ ６ 月 の 受 注 見 通 し （ 原 系 列 ） を 機 種 別 に 前 年 同 期 比 で

み る と 、重 電 機（ 1 7 . 5％ 増 ）、船 舶（ 1 0 . 8％ 増 ）、工 作 機 械（ 7 . 9％

増 ） 及 び 電 子 ・ 通 信 機 械 （ 5 . 8％ 増 ） で 増 加 す る 見 通 し に な っ

て い る 。  

反 面 、 鉄 道 車 両 （ 4 2 . 8％ 減 ）、 原 動 機 （ 2 7 . 2％ 減 ）、 航 空 機

（ 1 2 . 0％ 減 ）、 道 路 車 両 （ 6 . 3％ 減 ） 及 び 産 業 機 械 （ 0 . 1％ 減 ）

で 減 少 す る 見 通 し に な っ て い る (第 ４ 表 )。  

（単位： 100万円，％）

 2016年  2017年  
 （平成28年）  （平成2９年）  
 10～12月  １～３月  ４～６月 （参考）
実 績 実 績 見 通 し  単純集計値

原 動 機 745,586 985,404 423,770 449,212

重 電 機 499,065 586,080 483,697 493,731

電子・通信機械 2,057,852 2,559,927 2,222,031 2,044,385

産 業 機 械 2,004,314 2,150,774 1,848,581 1,892,269

工 作 機 械 251,078 273,290 280,094 288,456

鉄 道 車 両 235,738 158,245 113,324 109,580

道 路 車 両 350,560 384,216 341,367 357,566

航 空 機 261,501 650,948 197,997 199,697

船 舶 151,871 174,138 101,911 200,425

合 計 6,557,565 7,923,022 5,930,580 6,035,321

原 動 機 25.4 △ 25.8 △ 27.2 △ 22.8

重 電 機 9.4 2.6 17.5 20.0

電子・通信機械 5.3 5.7 5.8 △ 2.6

産 業 機 械 17.2 3.3 △ 0.1 2.3

工 作 機 械 △ 7.1 6.5 7.9 11.2

鉄 道 車 両 3.8 △ 33.8 △ 42.8 △ 44.7

道 路 車 両 △ 3.4 △ 1.1 △ 6.3 △ 1.9

航 空 機 △ 2.1 △ 22.2 △ 12.0 △ 11.3

船 舶 △ 77.0 △ 10.9 10.8 117.9

合 計 0.8 △ 4.7 △ 2.5 △ 0.8

（注）見通しの計数は、各機種ごとの単純集計値に過去３期の平均達成率を乗じて
　　　算出している。従って、各機種の合計値は受注額合計値と一致しない。

実
　
　
　
　
　
　
数

前
　
年
　
同
　
期
　
比

第４表　機種別見通し額（原系列）

　　　　　　　　　　　　　　期
　　機　　種
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( 2 )  機 種 別 達 成 率 の 動 向  

 

１ ～ ３ 月 の 機 種 別 達 成 率 を み る と 、 工 作 機 械 （ 1 0 4 . 9％ ） が

前 期 と 比 べ 1 1 . 2 ポ イ ン ト 、 道 路 車 両 （ 1 0 0 . 8％ ） が 同 7 . 0 ポ

イ ン ト 、 重 電 機 （ 9 8 . 9％ ） が 同 2 . 5 ポ イ ン ト 上 昇 し た 。  

反 面 、原 動 機（ 8 7 . 7％ ）が 同 4 0 . 5 ポ イ ン ト 、鉄 道 車 両（ 7 5 . 8％ ）

が 同 3 9 . 2 ポ イ ン ト 、 船 舶 （ 5 9 . 0％ ） が 同 1 1 . 1 ポ イ ン ト 、 産

業 機 械 （ 9 5 . 4％ ） が 同 7 . 3 ポ イ ン ト 、 航 空 機 （ 1 0 1 . 4％ ） が 同

3 . 4 ポ イ ン ト 、 電 子 ・ 通 信 機 械 （ 1 0 9 . 0％ ） が 同 0 . 4 ポ イ ン ト

低 下 し た （ 第 ５ 表 ）。  

  

（単位： ％）

 2016年     2017年
 （平成28年）     （平成2９年）

 １～３月  ４～６月  ７～９月  10～12月  １～３月

原 動 機 110.6 128.4 67.0 128.2 87.7

重 電 機 91.4 80.1 98.6 96.4 98.9

電子・通信機械 101.2 100.1 107.7 109.4 109.0

産 業 機 械 86.1 96.7 95.0 102.7 95.4

工 作 機 械 86.6 92.4 92.6 93.7 104.9

鉄 道 車 両 57.1 140.5 119.4 115.0 75.8

道 路 車 両 99.0 99.2 91.8 93.8 100.8

航 空 機 154.7 103.4 91.3 104.8 101.4

船 舶 67.6 41.5 23.4 70.1 59.0

合 計 97.0 98.0 92.0 105.0 97.7

（注）達成率は（実績（原数値）／見通し（単純集計値））で算出している。

第５表　機種別達成率
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（単位： 100万円）
　　　

機種別

449,212 493,731 2,044,385 1,892,269 288,456 受 計

256,764 262,612 1,004,267 786,077 127,032 民 計

製 造 業 88,735 55,949 298,926 414,596 125,326 製 計

非 製 造 業 168,029 206,663 705,341 371,481 1,706 非 計

内 電 力 業 143,630 173,093 33,058 49,577 4 電 力

17,017 44,512 336,376 128,920 30 官 計

174,149 102,716 687,089 871,860 157,534 海 外

1,282 83,891 16,653 105,412 3,860 代 理 店

機種別

109,580 357,566 199,697 200,425 6,035,321 受 計

75,793 65,890 28,590 35,327 2,642,352 民 計

製 造 業 7,682 754 27,097 8,115 1,027,180 製 計

非 製 造 業 68,111 65,136 1,493 27,212 1,615,172 非 計

内 電 力 業 0 0 0 0 399,362 電 力

6,569 1,597 33,403 31,279 599,703 官 計

25,083 178,385 137,704 133,819 2,468,339 海 外

2,135 111,694 0 0 324,927 代 理 店

第６表　機械受注見通し調査（2017年３月調査）

代 理 店

原 動 機 電子・通信機械

鉄 道 車 両 道 路 車 両 航 空 機

需要者別
重 電 機

外 需

代 理 店

受 注 総 額

民 需

官 公 需

外 需

船 舶

2017年４～６月受注見通し額集計結果表

受 注 総 額

合 計
需要者別

民 需

官 公 需

産 業 機 械 工 作 機 械

 

 


